


 個別労働関係紛争のあっせんのご案内 
～労使トラブルの解決をお手伝いします～ 

労使関係でお困りの方を支援します！！ 
 

● 個別労働関係紛争のあっせんとは 

個々の労働者と会社との間で、労働条件などをめぐって紛争が発生し、自主

的な解決が困難なとき、当事者からの申請に応じて、紛争を平和的に解決する

ための仲介・援助などを行う制度です。 

 

● 例えば、こんな時に利用できます！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

● ご利用方法 

まずは、三重県労働相談室にご相談ください。ご相談の内容に応じて適切な

サポートを行い、労働委員会のあっせんの受付も行います。労働相談室及び

労働委員会のご利用は無料です！ 
 

あっせんの申請 

 

 

 

経験豊富な専門の相談員が詳しく 労使間での解決が困難な時、３名の 

お話を伺い、制度の案内や関係機関 あっせん員が公平・中立な立場から調 

の紹介など、解決に向けたアドバイ 整を行い、話し合いを促進することで、 

スを行います。           円満解決へのお手伝いをします。（労働 

                  者側・使用者側・第三者の性格を持つ 

                  公益側から各１名が、あっせんを担当  

します。） 

労働者の方 

・事前に説明もなく突然解雇された。 

・突然時給が引き下げられた。 

・パワハラやセクハラを受けた。 

・アルバイトを辞めさせてもらえない。 

・ミスによる損害の賠償を求められた。 

使用者の方 

・経営上の理由から、事前に十分説明し

配置転換を命じたが、理由もなく拒否

されている。 

・労働条件について従業員との話し合い

がまとまらない。 

 

相談・申請窓口  三重県労働相談室      TEL:059-213-8290 （多言語対応） 

   (〒514-0004 津市栄町 1丁目 891 三重県勤労者福祉会館 1階) 

 

問い合わせ先   三重県労働委員会事務局 TEL:059-224-3033  FAX:059-224-3053 

（〒514-0004 津市栄町 1丁目 954 三重県栄町庁舎 5階） 

労働委員会 労働相談室 





  

三重労働局長 下角 圭司 

全国労働衛生週間が、10月1日から7日まで実施されます。昭和25年から全国安全週

間とは独立して開催され、今年で第69回を迎えます。本年度のスローガンは、 

『こころとからだの健康づくり みんなで進める働き方改革』 

です。昨年度に引き続き、働き方改革というキーワードが表現されています。 

働き方改革関連法が本年7月に成立し、企業においてはこれまで以上に、長時間労働の是 

正及び過重労働による心身両面の健康障害防止に関し、労働時間等設定改善委員会、安全衛 

生委員会等で審議し、実効ある対策を講ずることにより、「快適な職場環境づくり」を推進す 

ることが求められます。一方、労働者にとって、安全・安心な職場は、モラール（士気）を 

高め、労働生産性を向上させ、働き方改革に資するものです。  

        

さて、三重県内の労働衛生を取り巻く現状は次のとおりです。 

  一般労働者の総実労働時間は、近年、年間2,000時間以上の高水準で推移しており、平

成29年は2,047時間となっています。何らかのメンタルヘルス対策に取り組んでいる事

業場の割合は、全体としては8割近いものの、規模50人未満の事業場では58.２％にと

どまっています。また、昨年度県内においては、脳・心臓疾患事案（6 件）及び精神障害

事案（1件）が労災認定されている状況にあります。 

  本年は異常高温で県内の各地で最高気温を更新し、産業労働の場に限らず熱中症により、 

死亡に至った事例も発生しております。熱中症は予防と同時に、熱中症が疑われた場合は 

躊躇せず医療機関へ搬送するのが、重篤化させない管理となります。 

  全国的に、膀胱がんや肺疾患など化学物質による健康障害問題が発生しているほか、危 

険有害性を有する化学物質のラベル表示やSDS（安全データシート）の交付を行っている 

譲渡・提供製造者の割合が低調な状況です。 

  病気を抱えながら仕事をしている方は日本の労働人口の約３人に１人を占めており、職 

場に治療と仕事を両立するための勤務制度や休暇等が整備されていない等を理由に離職し 

たり、治療と職業生活の両立に苦慮している方々も少なくない状況です。 

 

このような状況を踏まえ、本年が初年度となる三重労働局第13次労働災害防止計画では、

特に、次の対策を推進することとしています。 

  長時間労働等過労死等のリスクが高い労働者を見逃さないため、本人の申し出にかかわ 

らない医師による面接指導の実施、長時間労働の是正など事後措置の徹底。 

  50人未満事業場におけるメンタルヘルス対策に対する取組の推進。 

  事業者自らがＳＤＳを入手する等リスクアセスメントによる化学物質管理の推進。 

  病気を抱えた労働者の治療と仕事の両立支援のための事業場における勤務環境の整備、 

医療機関との連携及び両立支援プラン作成の推進。 

 

最後に、働き方改革は、『働き方を人（労働者）に合わせる』ことに 

尽きます。労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる 

社会を実現するためにも、治療と仕事の両立、過重労働の解消、メンタ 

ルヘルス対策の実施等により、誰もが安心して健康に働くことのできる 

環境が整備されていくことを祈念いたします。 

 

平成30年度全国労働衛生週間メッセージ 













                                                                    

 

  



三重県最低賃金は時間額８４６円 

 

 三重県最低賃金は、10月１日から、26円引き上げられて「時間額

８４６円」になりました。 

 この最低賃金は、年齢・雇用形態(パート・アルバイトなど）を問

わず、三重県内で働く全ての労働者に適用されます。 

 なお、特定の産業に該当する事業場で働く労働者には、三重県最

低賃金とは別に、特定（産業別）最低賃金が定められています。 

 詳細につきましては、三重労働局賃金室（℡ 059－226－2108）、 

又は最寄りの労働基準監督署へお尋ねください。 

 また、最低賃金の引き上げにより大きな影響を受ける中小企業・

小規模事業主の皆様を支援する①無料相談等を三重県働き方改革推

進支援センター（TEL 0120－331－266）で、②業務改善助成金の支

給を三重労働局雇用環境・均等室（TEL 059－261－2978）で、③キ

ャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）の支給を三重労働局

職業安定部職業対策課（TEL 059－226－2111）で、④人事評価改善

等助成金の支給を三重労働局職業安定部助成金センター（TEL 059－

213－9870）で行っていますので、是非ご活用ください。 


